
33%

31%

26%

29%

25%

29%

32%

5%

8%

3%

5%

12%

6%

7%

54%

51%

58%

57%

49%

53%

47%

4%

5%

7%

5%

12%

6%

9%

3%

2%

4%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和6年度

(433件)

令和5年度

(512件)

令和4年度

(431件)

令和3年度

(508件)

令和2年度

(636件)

令和元年度

(589件)

平成30年度

(599件)

有機塩素系化合物 ベンゼン 重金属等
農薬 ＰＣＢ 油分
ダイオキシン類 1,4-ジオキサン その他の汚染物質

8%

9%

6%

8%

7%

11%

11%

4%

3%

4%

6%

71%

77%

72%

85%

85%

77%

85%

13%

7%

17%

4%

5%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成3 0年度

( 2 52件 )

令和元年度

( 3 00件 )

令和2年度

( 3 04件 )

令和3年度

( 2 45件 )

令和4年度

( 2 13件 )

令和5年度

( 2 28件 )

令和6年度

( 1 98件 )

30%

47%

37%

53%

42%

57%

61%

30%

12%

16%

15%

17%

12%

12%

36%

38%

43%

29%

37%

27%

21%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成3 0年度

( 2 49件 )

令和元年度

( 2 81件 )

令和2年度

( 2 95件 )

令和3年度

( 2 45件 )

令和4年度

( 2 23件 )

令和5年度

( 2 15件 )

令和6年度

( 2 05件 )

S4-29 土壌・地下水汚染の対策時の技術適用に関する
アンケートの集計結果について（経年変化とその考察）
○河内幸夫1・熱田真一1・森脇涼介1 ・西谷英晃1・鈴木弘明1・阿部美紀也1 ・

技術実態集計分科会1 1土壌環境センター

☆1億円未満の割合が掘削除去より大きい

② 対象となった汚染物質

④ 土壌汚染の除去で選択された対策の内訳

３．経年変化

3.1 全体的な対策の契機・対象汚染物質と選択された対策の推移

3.2 対策別（3種類）の特徴

１．調査目的 ２．調査結果の取りまとめの概要

アンケート調査結果に基づき、対策契機や対策内容、汚染物
質の種類による違いなどについて、質問項目ごとに平成30年
度から令和6年度までの結果を経年変化として取りまとめ
→ 技術的視点で経年変化と特徴的事項について考察

「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン」
（改訂第3.1版を含む）を参考に、技術分類等を整理し、平成22

年度実績より毎年対策技術の適用に係るアンケート調査を実施

平成30年度から令和6年度までの7年間の経年変化につい
て、全体的な傾向や汚染物質ごとの対策の特徴を取りまとめ

(ⅰ) 掘削除去 (ⅱ) 原位置浄化(地下水のみの原位置浄化を含む) (ⅲ) 地下水汚染の拡大の防止

(1)

契
機

☆令和6年度は「法契機」が最大の61％となった
☆一方で「自主契機」が21％と最小

（各集計値には複数回答を含む）

※「その他の対応」は、土壌汚染対策法の措置での「地下水の水質
の測定」とは異なる自主的な地下水質測定、条例や要綱等に沿った
地下水モニタリング、措置後の経過観察モニタリング等が対象

(2)

汚
染
物
質

(3)

対
策
深
度

(4)

対
策
費
用

全体（年度毎のすべての回答）

①対策の契機

②対象となった汚染物質

③選択された対策と汚染状態

④土壌汚染の除去の種類

対策別

掘削除去
原位置浄化(地下水のみの原位置浄化
を含む）
地下水汚染の拡大の防止

⑤対策の傾向を得るための参考情報

・対策面積
・対策深度
・対策土量
・対策費用 など

【参考】 令和6年度実態調査に係るポスター
S2-29 土壌・地下水汚染の対策時の技術適用に関するアンケートの

集計結果について（令和６年度実態調査）

土壌・地下水汚染の対策時の技術実態調査結果（経年変化）について
 ・3.1全体的な傾向のとおり、対策の契機は、「自主契機」の割合が平成30年度以降は減少傾向であり、令和6年度は45％となった。一方で、「法契機」は
  増加傾向で令和5年度は38％と7年間で最大の割合となった。これは、令和元年度の改正法施行で、法の対象となる契機が拡大したことが要因の一つ
  にあると推察している。
 ・3.2 対策別の特徴（契機）のとおり、掘削除去は、令和6年度の「法契機」が7年間で最大の61％、逆に「自主契機」が最小の21％となった。原位置浄化

は、「自主契機」の割合が平成30年度72％に対し、令和6年度は66％と減少した。同様に「地下水汚染の拡大の防止」も平成30年度の84％に対し、
令和6年度は69％と減少した。これらの要因として、地下水汚染は対策対象のサイト外に拡がる可能性があるため、地下水環境の保全とともに、
法契機の調査で地下水汚染の対策実施に繋がっているケースがあると推察している。

今後も継続予定である対策時の技術適用に関するアンケート調査の結果について、蓄積した情報を経年変化としてまとめることにより、対策方法や技術の
動向についての実態把握に努め、会員企業を始めとした技術開発や対策検討、さらには広く社会に有用な情報発信を図っていきたい。

20%

31%

25%

34%

32%

36%

38%

20%

13%

13%

11%

13%

12%

11%

57%

54%

58%

50%

53%

49%

45%

4%

2%

3%

5%

2%

3%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成3 0年度

( 5 22件)

令和元年度

( 5 12件)

令和2年度

( 5 68件)

令和3年度

( 4 52件)

令和4年度

( 3 91件)

令和5年度

( 4 32件)

令和6年度

( 3 93件)

法契機 条例等契機 自主契機 14条契機

☆自主契機は45％まで減少 法契機は令和6年度で38％まで増加

☆重金属等は令和元年度以降増加傾向だったが令和5年度、6年度は51％と54％
☆一方、有機塩素系化合物が30％前後で推移

49%

50%

56%

54%

52%

57%

51%

5%

8%

5%

8%

8%

5%

6%

9%

9%

7%

7%

12%

6%

13%

5%

5%

4%

6%

6%

5%

5%

29%

25%

26%

22%

18%

24%

23%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和6年度

（420件）

令和5年度

（452件）

令和4年度

（384件）

令和3年度

（461件）

令和2年度

（594件）

令和元年度

（530件）

平成30年度

（513件）

土壌汚染の除去 地下水のみの原位置浄化 地下水汚染の拡大の防止 地下水の水質の測定
原位置封じ込め 遮水工封じ込め 原位置不溶化 不溶化埋め戻し
舗装 立入禁止 土壌入換え 盛土
その他の対応

☆土壌汚染の除去は50％台であったが、令和6年度は49％ ☆その他の対応
※

は増加傾向

70%

78%

77%

76%

81%

72%

76%

2%

1%

1%

1%

1%

0%

0%

28%

20%

22%

23%

18%

28%

24%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成30年度

(302件)

令和元年度

(335件)

令和2年度

(352件)

令和3年度

(294件)

令和4年度

(238件)

令和5年度

(269件)

令和6年度

(234件)

掘削除去-区域外処理 掘削除去-区域内浄化 原位置浄化

① 対策の契機

③ 選択された対策

☆「重金属等」80％前後で推移
☆「令和3年度以降は「有機塩素系化合物」が２番目

45%

41%

56%

50%

46%

40%

46%

40%

37%

31%

27%

28%

38%

28%

8%

12%

9%

13%

11%

14%

15%

7%

10%

10%

16%

8%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成3 0年度

( 1 75件 )

令和元年度

( 2 48件 )

令和2年度

( 2 62件 )

令和3年度

( 2 08件 )

令和4年度

( 1 84件 )

令和5年度

( 1 82件 )

令和6年度

( 1 64件 )

33%

26%

38%

21%

20%

20%

28%

21%

22%

23%

22%

25%

17%

17%

23%

24%

20%

22%

25%

33%

26%

13%

15%

12%

17%

17%

16%

14%

8%

9%

5%

12%

8%

9%

12%

3%

4%

2%

6%

5%

5%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成3 0年度

( 1 98件 )

令和元年度

( 2 54件 )

令和2年度

( 2 69件 )

令和3年度

( 2 09件 )

令和4年度

( 1 82件 )

令和5年度

( 1 79件 )

令和6年度

( 1 68件 )

1千万円未満

☆ここ3年は1億円未満が70％、1億円以上が30％で推移

11%

17%

11%

13%

20%

26%

15%

14%

10%

13%

10%

7%

14%

10%

72%

72%

72%

76%

73%

57%

66% 10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成3 0年度

( 9 3件 )

令和元年度

( 7 1件 )

令和2年度

( 7 9件 )

令和3年度

( 7 1件 )

令和4年度

( 4 5件 )

令和5年度

( 8 1件 )

令和6年度

( 6 1件 )

自主契機法契機 条例等契機 14条契機

50%

58%

54%

67%

69%

67%

86%

8%

12%

17%

5%

4%

7%

6%

5%

8%

8%

15%

11%

18%

5%

15%

13%

17%

6%

11%

7%

19%

7%

4%

5%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成3 0年度

( 1 20件 )

令和元年度

( 8 4件 )

令和2年度

( 8 9件 )

令和3年度

( 7 9件 )

令和4年度

( 5 4件 )

令和5年度

( 9 7件 )

令和6年度

( 6 3件 )

☆揮発性有機化合物が70％以上（令和元年度以降、
クロロエチレンを「有機塩素系化合物」に包含）

3%

7%

5%

6%

8%

4%

44%

30%

28%

23%

36%

25%

29%

30%

39%

36%

49%

39%

50%

37%

23%

29%

30%

23%

19%

17%

31%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成3 0年度

( 6 6件 )

令和元年度

( 5 6件 )

令和2年度

( 6 1件 )

令和3年度

( 5 7件 )

令和4年度

( 3 6件 )

令和5年度

( 7 2件 )

令和6年度

( 4 9件 )

2m未満 2m以上5m未満 10m以上5m以上10m未満

４．おわりに

28%

25%

41%

34%

46%

34%

43%

33%

39%

23%

26%

24%

21%

24%

28%

15%

23%

22%

7%

18%

14%

6%

11%

8%

12%

15%

18%

12%

2%

7%

4%

2%

7%

6%

3%

5%

5%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成3 0年度

( 8 1件 )

令和元年度

( 6 1件 )

令和2年度

( 7 5件 )

令和3年度

( 6 5件 )

令和4年度

( 4 1件 )

令和5年度

( 6 8件 )

令和6年度

( 5 1件 )

3千万円以上1億円未満
10億円以上

1千万円以上30百万円未満
3億円以上10億円未満

6%

15%

9%

9%

15%

14%

12%

7%

3%

3%

11%

19%

12%

84%

79%

84%

79%

74%

64%

69%

12%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成3 0年度

( 7 0件 )

令和元年度

( 3 3件 )

令和2年度

( 7 0件 )

令和3年度

( 3 4件 )

令和4年度

( 2 7件 )

令和5年度

( 4 2件 )

令和6年度

( 4 2件 )

☆揮発性有機化合物が多くを占める

40%

53%

33%

43%

52%

42%

49%

6%

8%

41%

14%

12%

11%

13%

27%

20%

17%

29%

18%

30%

21%

9%

13%

9%

12%

12%

9%

8%

3%

16% 2%

3% 3%

2%

6%

6%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成3 0年度

( 9 6件 )

令和元年度

( 4 0件 )

令和2年度

( 7 8件 )

令和3年度

( 4 2件 )

令和4年度

( 3 3件 )

令和5年度

( 5 3件 )

令和6年度

( 5 3件 )

有機塩素系化合物 ベンゼン 重金属等 農薬 PCB 油分

ダイオキシン類 クロロエチレン 1,4-ジオキサン その他の汚染物質

3%

4%

7%

3%

32%

19%

25%

17%

31%

17%

21%

18%

35%

50%

38%

38%

41%

33%

47%

42%

18%

46%

31%

38%

46%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成3 0年度

( 3 4件 )

令和元年度

( 2 6件 )

令和2年度

( 2 8件 )

令和3年度

( 2 4件 )

令和4年度

( 2 6件 )

令和5年度

( 2 9件 )

令和6年度

( 2 4件 )

☆ 10 m以上が多い傾向

☆「1千万円未満」が他の2つの対策より多い

49%

44%

66%

56%

44%

64%

55%

31%

11%

19%

16%

28%

12%

16%

8%

15%

7%

9%

16%

24%

16%

4%

15%

7%

9%

4%

3%

8%

7%

6%

8%

10%

7%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成3 0年度

( 5 1件 )

令和元年度

( 2 7件 )

令和2年度

( 5 8件 )

令和3年度

( 3 2件 )

令和4年度

( 2 5件 )

令和5年度

( 2 5件 )

令和6年度

( 3 1件 )

☆令和5年度、6年度は区域内浄化は行われていない
☆原位置浄化は20％前後で推移

☆「自主契機」が最も多い
☆「法契機」が増加傾向であったが、令和6年度は15％

☆「5 m以上」が60％程度を占める☆5 m未満が多い

☆令和4年度から6年度は原位置浄化と同様な推移

1億円以上3億円未満

分科会HP
関連情報掲載中
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